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(57)【要約】
【課題】電話機、モデム、ターミナルアダプタ、ルータ
、ネットワークハブ 等の通信機器と回線用回線ケーブ
ルを接続しているモジュラープラグの意図しない引抜き
を防止するモジュラープラグ保持具を提供する。
【解決手段】係止爪が先端部に付いたモジュラープラグ
に装着されるモジュラープラグ保持具であって、モジュ
ラープラグのモジュラージャックへ挿入される前面と回
線ケーブルが出入りする後面以外の少なくとも一つの面
を覆った後に、前記モジュラープラグ保持具を構成する
構成部材を組み立てることで前記モジュラープラグの前
記前面及び前記後面以外の面を覆う。
【選択図】図１



(2) JP 2017-126546 A 2017.7.20

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　係止爪が先端部に付着されたモジュラープラグに装着されるモジュラープラグ保持具で
あって、
　前記モジュラープラグのモジュラージャックへ挿入される側の前面と回線ケーブルが出
入りする側の後面以外の少なくとも一つの面を覆った後に、前記モジュラープラグ保持具
を構成する構成部材を組み立てることで前記モジュラープラグの前記前面及び前記後面以
外の面を覆うことを特徴とするモジュラープラグ保持具。
【請求項２】
　前記係止爪を被う爪カバーを有するモジュラープラグに装着される前記モジュラープラ
グ保持具であって、
　前記構成部材を結合することで形成される前記係止爪を囲む前面開口部が前記爪カバー
の先端部よりも前面に位置し、前記前面開口部に設けられた垂れ壁部の下端の前記モジュ
ラープラグの上面からの距離が、前記爪カバーの先端部の上端の前記モジュラープラグの
上面からの距離よりも小さく構成されていることを特徴とする請求項１に記載のモジュラ
ープラグ保持具。
【請求項３】
　前記モジュラープラグの前記モジュラージャックへ挿入される第一部分と、該第一部分
よりも後面の側で高さ方向の寸法が階段状に大きくなる第二部分との間に段差を有する底
面を備える前記モジュラープラグへ装着される前記モジュラープラグ保持具であって、
　前記モジュラープラグへ取り付ける際に、前記段差よりも前記前面の側に位置し前記段
差により前記モジュラープラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第一の移動防
止部材を備えることを特徴とする請求項１に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項４】
　前記回線ケーブルの延伸方向と略直角の方向に刻みが設けられたモジュラープラグブー
ツを備えるモジュラープラグに取り付けられる前記モジュラープラグ保持具であって、
　前記刻みにより前記モジュラープラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第二
の移動防止部材を備えることを特徴とする請求項１に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項５】
　モジュラープラグの底面の段差よりも前面の側に位置し前記段差により前記モジュラー
プラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第一の移動防止部材又は回線ケーブル
の延伸方向と略直角の方向に設けられたモジュラープラグブーツの刻みにより前記モジュ
ラープラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第二の移動防止部材を備えるアダ
プタが、前記モジュラープラグの本体へ係止される係止部を有し、前記モジュラープラグ
の本体へ後付けされることを特徴とする請求項１又は２に記載のモジュラープラグ保持具
。
【請求項６】
　前記構成部材を前記構成部材に備えられた結合部で結合することで前記モジュラープラ
グに固定されることを特徴とする請求項１乃至５何れか一項に記載のモジュラープラグ保
持具。
【請求項７】
　前記構成部材を結合する際に、前記係止爪と前記モジュラープラグの本体との間の隙間
へ挿入されて前記係止爪が前記モジュラープラグの本体方向に向けて移動することを妨げ
る係止爪移動防止部材を備えることを特徴とする請求項１乃至６何れか一項に記載のモジ
ュラープラグ保持具。
【請求項８】
　前記構成部材を結合することで形成される前記モジュラープラグを囲む開口部の結合方
向の寸法が、囲われる前記モジュラープラグの外形寸法よりも小さく構成されている部分
を有することを特徴とする請求項１乃至７何れか一項に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項９】
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　少なくとも前記モジュラープラグ保持具の前記モジュラープラグに接する面又は前記構
成部材の備える結合部の互いに対応する面の少なくとも一つに弾性部材の薄膜が備えられ
ていることを特徴とする請求項１乃至８何れか一項に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項１０】
　前記弾性部材がゴム又は軟質性の有機樹脂であることを特徴とする請求項９に記載のモ
ジュラープラグ保持具。
【請求項１１】
　前記構成部材を結合する際に螺子が用いられることを特徴とする請求項１乃至１０何れ
か一項に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項１２】
　一つの前記構成部材の結合部に螺旋状の溝が形成され、前記螺旋状の溝が形成された結
合部に対応する結合部の構成部材に、前記螺旋状の溝に螺合する螺子を挿入する孔が設け
られていることを特徴とする請求項１１に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項１３】
　前記構成部材のそれぞれが、複数のモジュラープラグを保持可能に形成され前記構成部
材の備える結合部の数が前記複数のモジュラープラグの数を超えないことを特徴とする請
求項１乃至１２何れか一項に記載のモジュラープラグ保持具。
【請求項１４】
　前記構成部材を結合する際に、前記モジュラープラグの有する係止爪と前記モジュラー
プラグの本体との間の隙間へ挿入されて前記係止爪が前記モジュラープラグの本体方向へ
向けて移動することを妨げる係止爪移動防止部材を備える一つの前記構成部材の、前記モ
ジュラープラグを保持する部分の幅方向の寸法が前記モジュラープラグの幅方向の寸法と
比べ所定の寸法で大きく形成されていることを特徴とする請求項１３に記載のモジュラー
プラグ保持具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モジュラージャックからモジュラープラグが抜け出す事故を防止するモジュ
ラープラグ保持具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、企業や家庭で用いられるモジュラープラグは電 話 機 、モデム、ターミナルア
ダプタ、ルータ、ネットワークハブ 等の通信機器と回線用回線ケーブルを接続するため
に用いられる。具体的には電話回線ケーブルの接続にはＲＪ１１、ＬＡＮ回線ケーブルの
接続にはＲＪ４５と言われるコネクタを使用することが多い。
【０００３】
　ＲＪ１１やＲＪ４５のモジュラープラグにはモジュラージャックからの抜け防止用の係
止爪（ラッチ）が備えられている（図２（Ａ）の符号４）。この係止爪はモジュラープラ
グの本体の先端部分に付着され素材の弾性によりプラグ本体から離れるように付勢されて
いる。そして、係止爪の形状はモジュラープラグ先端の取り付け部分から回線ケーブルへ
近づく途中で幅広部分から巾狭部分へと形成されている。モジュラープラグがＬＡＮポー
トなどに備えられたモジュラージャックへ差し込まれるとモジュラージャックの入り口に
形成された係止爪の幅広部に比べ狭く形成されたコの字型の溝を有する係止部で係止爪の
幅広部分がプラグ本体に近づくように押さえ込まれる。さらに奥へモジュラープラグが差
し込まれると、係止部のコの字型の溝へ係止爪の巾狭部分が入る。そうすると付勢された
係止爪がプラグ本体から離れる方向へ動き係止爪の幅広部分がモジュラージャックの係止
部に引っかかりモジュラープラグを外す方向へ移動することを防止する（特許文献１を参
照）。
【０００４】
　モジュラープラグをモジュラージャックから外すときは、係止爪をモジュラープラグの



(4) JP 2017-126546 A 2017.7.20

10

20

30

40

50

本体へ近づけるように抑えて移動させることで、係止爪の幅広部分の係止部への係止を外
す。また、係止爪を保護することと操作性を向上させるために、係止爪押下部（図２（Ａ
）の符号５）となる爪カバーを有するモジュラープラグも多い。
【０００５】
　意図しないコネクタ外れを防止するために、例えば特許文献２に示すようにモジュラー
ジャックが取り付けられた筐体に回線ケーブル保持の部材を設けるなどが行われるがＬＡ
Ｎのハブなどのようにコネクタ密度の高い取り付け部位では実際的でない。
【０００６】
　そこで係止爪がモジュラープラグの本体方向へ移動しないように係止爪とモジュラープ
ラグ本体の間へ係止爪の動きを防止する部材を挿入することが行われている（特許文献３
を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－３１７８１８号公報
【特許文献２】特開２０１０－２１４５４号公報
【特許文献３】特開２００７－１５７６５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献３に開示される発明のモジュラー着脱防止具は、モジュラープラグを囲う保持
枠及びモジュラープラグの本体と係止爪の間へ挿入される押下防止部を有する挿入部材に
より構成される。そこで、モジュラー着脱防止具を使うためには保持枠を予め回線ケーブ
ルに通しておくか、モジュラージャックの付く一端部とは逆の他端部から挿入して一端部
のモジュラープラグの位置まで移動させる必要が有る。つまり機器間で既に接続された回
線ケーブルのモジュラープラグに対してこの発明を適用する場合には一度回線ケーブルの
挿抜を行う必要があり、重要信号が流れている機器の場合には信号が一時的に遮断される
ので適用が難しい。
【０００９】
　本願の発明の目的は、上述した事情に鑑みなされたもので、電 話 機 、モデム、ター
ミナルアダプタ、ルータ、ネットワークハブ 等の通信機器と回線用回線ケーブルを接続
しているモジュラープラグの意図しない抜き出しを防止するモジュラープラグ保持具を提
供することである。
【００１０】
　また、この発明の別の目的は、既に機器に接続されている回線ケーブルのモジュラープ
ラグへの適用が可能で、稼働中のモジュラープラグを抜くことなしにモジュラープラグへ
適用することができるモジュラープラグの意図しない抜き出しを防止するモジュラープラ
グ保持具を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した課題を解決し、目的を達成するため、この発明に係る各種什器のモジュラープ
ラグ保持具は、係止爪が先端部に付着されているモジュラープラグに装着されるモジュラ
ープラグ保持具であって、モジュラープラグのモジュラージャックへ挿入される側の前面
と回線ケーブルが出入りする側の後面以外の少なくとも一つの面を覆った後に、モジュラ
ープラグ保持具を構成する構成部材を組み立てることでモジュラープラグの前面及び後面
以外の面を覆うことを特徴とする。
【００１２】
　モジュラージャックへ挿入されたモジュラープラグの抜き出しを防止するモジュラープ
ラグの係止爪をモジュラープラグの本体側へ押下することで係止爪がモジュラージャック
の係止部から外れモジュラープラグとモジュラージャックとの係止状態が解除される。そ
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こで、係止状態が解除されることを防止するためにモジュラープラグの周囲を係止爪を含
めて固形物で覆うことで外部からこの係止爪に容易に触れられないようにする。意図しな
いモジュラープラグのモジュラージャックからの引き抜きを防止することができる。
【００１３】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、係止爪を被う爪カバーを有するモジュラー
プラグに装着されるモジュラープラグ保持具であって、構成部材を結合することで形成さ
れる係止爪を囲む前面開口部が爪カバーの先端部よりも前面の側に位置し、前面開口部に
設けられた垂れ壁部の下端のモジュラープラグの上面からの距離が、爪カバーの先端部の
上端のモジュラープラグの上面からの距離よりも小さく構成されていることを特徴とする
。
【００１４】
　モジュラープラグ保持具の前面開口部が、爪カバーの先端部よりも前面の側に位置し、
前面開口部に設けられた垂れ壁部の下端のモジュラープラグの上面からの距離が、爪カバ
ーの先端部の上端のモジュラープラグの上面からの距離よりも小さく構成されているので
、モジュラープラグ保持具の回線方向への移動を爪カバーの先端部に当たる垂れ壁部が防
止する。
【００１５】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、モジュラープラグのモジュラージャックへ
挿入される第一部分と、該第一部分よりも後面の側で高さ方向の寸法が階段状に大きくな
る第二部分との間に段差を有する底面を備えるモジュラープラグへ装着されるモジュラー
プラグ保持具であって、該モジュラープラグへ取り付けるときに、前記段差よりも前面の
側に位置し、前記段差に当ってモジュラープラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨
げる第一の移動防止部材を備えることを特徴とする。
【００１６】
　モジュラープラグの高さが回線方向で大きくなり、モジュラープラグの係止爪の付かな
い側の下面が階段状に段差７を有するものがある（図３（ハ）、（ニ））。モジュラープ
ラグ保持具を回線ケーブル方向へ移動する際にこの段差７に当る第一の移動防止部材５５
を備えるモジュラープラグ保持具は、第一の移動防止部材５５と段差７によりモジュラー
プラグの回線ケーブル方向への移動を妨げることになる（図７（ハ）、（ニ））。
【００１７】
　発明に係るモジュラープラグ保持具は、回線ケーブルの延伸方向と略直角の方向に刻み
が設けられたモジュラープラグブーツを備えるモジュラープラグに取り付けられるモジュ
ラープラグ保持具であって、前期刻みに嵌ってモジュラープラグ保持具の回線ケーブル方
向への移動を妨げる第二の移動防止部材を２４備えることを特徴とする。
【００１８】
　モジュラープラグには、図３に示すように回線ケーブルの折り曲げ保護のために刻みが
複数入れてあるモジュラープラグブーツを備えるものがある。この刻みに嵌る移動防止部
材を備えることでモジュラープラグ保持具は回線ケーブルに沿って移動することがなくな
る。
【００１９】
　モジュラープラグの底面の段差よりも前面の側に位置し前記段差により前記モジュラー
プラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第一の移動防止部材又は回線ケーブル
の延伸方向と略直角の方向に設けられたモジュラープラグブーツの刻みにより前記モジュ
ラープラグ保持具の回線ケーブル方向への移動を妨げる第二の移動防止部材を備えるアダ
プタが、前記モジュラープラグの本体へ係止される係止部を有し、前記モジュラープラグ
の本体へ後付けされることを特徴とする。
【００２０】
　アダプタは後付けされるので、モジュラープラグ保持具を適用するモジュラープラグの
形状に応じてこのアダプタの適用を選択することができる。
【００２１】
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　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、モジュラープラグ保持具を構成部材を構成
部材に備えられた結合部で結合することでモジュラープラグ保持具がモジュラープラグに
固定されることを特徴とする。
【００２２】
　構成部材を組み立ててモジュラープラグを覆い、結合部で結合すると機械的にモジュラ
ープラグとモジュラープラグ保持具が一体化されてお互いを別々に移動させることが困難
になる。
【００２３】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、構成部材を結合する際に、モジュラープラ
グの有する係止爪とモジュラープラグの本体との間の隙間へ挿入されて、係止爪がモジュ
ラープラグの本体方向へ移動することを妨げる係止爪移動防止部材を備えることを特徴と
する。
【００２４】
　係止爪の移動を防止するために、係止爪とモジュラープラグ本体との間へ係止爪の移動
を妨げる係止爪移動防止部材を挿入することで確実に係止爪の移動を防ぐことができる。
【００２５】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、構成部材を結合することで形成されるモジ
ュラープラグを囲む開口部の結合方向の寸法が、囲われるモジュラープラグの当該結合方
向の外形寸法よりも小さく構成されている部分を有することを特徴とする。
【００２６】
　構成部材を結合することで形成されるモジュラープラグを囲む開口部の寸法が囲われる
モジュラープラグの寸法よりも小さく構成されているので、構成部材を結合するとモジュ
ラープラグ保持具の構成部材とモジュラープラグの本体との間で締め付けが起こりモジュ
ラープラグ保持具がモジュラープラグへ固定される。
【００２７】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、少なくともモジュラープラグ保持具のモジ
ュラープラグに接する面又は結合部の互いに対応する面の少なくとも一つに弾性部材の薄
膜が備えられていることを特徴とする。
【００２８】
　構成部材を結合するとモジュラープラグ保持具のモジュラープラグに接する面に弾性部
材の薄膜が有るので例えば合成樹脂同士よりも摩擦力が増えてモジュラープラグ保持具と
モジュラープラグの間の固定がより確実になる。また、対応する固定部の少なくとも片面
に弾性部材を張ることで固定部を結合した後の結合部間の隙間を埋めるので外観が改良さ
れる。
【００２９】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、弾性部材がゴム又は軟質性の有機樹脂であ
ることを特徴とする。
【００３０】
　ゴム又は軟質性の有機樹脂は、入手が容易なので、弾性体を用いるモジュラープラグ保
持具の製造が安価となる。
【００３１】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、構成部材を結合する際に螺子が用いられる
ことを特徴とする。
【００３２】
　構成部材の結合に螺子を用いることで、モジュラープラグとモジュラープラグ保持具と
の間の固定が確実となり、且つ、モジュラープラグとモジュラープラグ保持具との間の応
力の調整が容易になる。
【００３３】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、一つの構成部材の結合部に螺旋状の溝が形
成され、螺旋状の溝が形成された結合部に対応する結合部の構成部材に、螺旋状の溝に螺
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合する螺子を挿入する孔が設けられていることを特徴とする。
【００３４】
　構成部材の固定部に予め螺子溝が形成されているので、対応する固定部から溝に合った
螺子を挿入して回すことで構成部材の結合が容易にできる。
【００３５】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、構成部材のそれぞれが、複数のモジュラー
プラグを保持可能に形成され結合部の数が複数のモジュラープラグの数を超えないことを
特徴とする。
【００３６】
　複数のモジュラープラグを覆って外部から係止爪に触れることが難しい状態にすること
で、例えばハブやルータなどモジュラージャックが並ぶ場所で一度にモジュラープラグの
挿抜防止を図ることができる。その際、構成部材の結合には必ずしも保持しているモジュ
ラープラグの数を超えない結合部の数で十分である。
【００３７】
　この発明に係るモジュラープラグ保持具は、構成部材を結合する際に、モジュラープラ
グの有する係止爪とモジュラープラグの本体との間の隙間へ挿入されて係止爪がモジュラ
ープラグの本体方向へ向けて移動することを妨げる係止爪移動防止部材を備える一つの構
成部材の、モジュラープラグを保持する部分の幅方向の寸法が、モジュラープラグの幅方
向の寸法と比べ所定の大きさだけ大きく形成されていることを特徴とする。
【００３８】
　係止爪移動防止部材を有する構成部材におけるモジュラープラグを保持する部分の幅方
向の寸法がモジュラープラグの幅方向の寸法に比べ所定の大きさだけ大きく形成されてい
るので、構成部材を結合する前に係止爪を前面開口部の溝へ入れてから係止爪とモジュラ
ープラグの本体との間へ係止爪移動防止部材が挿入されるように構成部材を移動させた後
に結合することができる。
【発明の効果】
【００３９】
　この発明によれば、モジュラープラグがモジュラージャックから意図せずに抜き出され
ることを防止する手段を提供することが可能になる。
【００４０】
　また、この発明によれば、回線機器を接続する通電状態でのモジュラープラグが意図せ
ずに抜かれることを防止する手段を提供することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明の第一実施例のモジュラープラグ保持具がモジュラープラグへ付着された
様子を示す斜視図である。
【図２】モジュラープラグの係止爪と爪カバーの寸法の説明図である。
【図３】モジュラープラグブーツを有する各種モジュラープラグの側面図である。
【図４】本発明の第一実施例の展開図である。
【図５】本発明のアダプタの説明図である。
【図６】本発明の第一実施例の外観図である。
【図７】各種モジュールプラグとそれに適合するモジュールプラグ保持具の説明図である
。
【図８】本発明の第二実施例の外観図である。
【図９】本発明の第三実施例の外観図である。
【図１０】特殊螺子とそのドライバの一例の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
（実施例１）
　図１のモジュラープラグ保持具１は、モジュラープラグ２へ付着された様子を示してい
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る。モジュラープラグ２は回線ケーブル３に接続されている。モジュラープラグ２の画面
左方向の部分がモジュラージャックへ挿入されて十分に差し込まれることでモジュラープ
ラグの左端に付いている係止爪によりモジュラージャックへ係止される。モジュラープラ
グの形状はモジュラージャックへ挿入される部分は規格化されているが、モジュラージャ
ックの外へでている回線ケーブルとの接続部は様々な形状のものが市販されている。
【００４３】
　図１（Ｂ）は、モジュラープラグの底面が図１の下方へ階段状に降りて段差を有する底
面を備えるモジュラープラグとこれに対応するモジュラープラグ保持具である。モジュラ
ープラグの底面の段差７に対応する壁５５が設けられている。
【００４４】
　図２（Ａ）のモジュラープラグの係止爪の説明図を使いモジュラープラグのモジュラー
ジャックへの係止について説明する。電話回線で使われるＲＪ１やＬＡＮ回線で使われる
ＲＪ４５は規格化されており、その外径寸法、コネクタ端子、係止爪などが決められてい
る。またモジュラージャックもモジュラープラグを受け入れ可能なように内径寸法、コネ
クタ端子、係止爪端子を入り口で係止する係止溝の寸法が定められる。係止溝の幅は係止
爪の幅狭部分より幅が広く係止爪の幅広部分よりも幅が狭く形成されている。
【００４５】
　図２（Ａ）のモジュラープラグの端子側からモジュラージャックへ挿入されると、係止
爪４の幅広部分（幅＝Ｗｔｗ）がモジュラージャックの入り口部分に設けられた係止溝で
押下されて係止爪４がモジュラージャックの本体方向、図の下方へ移動する。さらに挿入
が進むと今まで押下されていた係止爪４の幅狭部分（幅＝Ｗｔｎ）がモジュラージャック
の係止溝へ入り込み係止爪の弾性により上方へ移動する。この状態では係爪の幅広部分が
モジュラージャックの係止溝へ当ってモジュラープラグをモジュラージャックから抜くこ
とが出来ない。
【００４６】
　そこで、モジュラープラグをモジュールジャックから抜くときは、係止爪４を押下して
モジュラープラグの本体へ近づけ、モジュールジャックの入り口に設けられた係止溝の端
に当たらない位置まで移動させた状態で回線ケーブル方向へモジュラープラグを移動させ
る。
【００４７】
　モジュラープラグをモジュールジャックから抜くには係止溝から係止爪４を外す必要が
あり、そのためには係止爪４をモジュラープラグの本体へ近づけることが必要となる。従
って、意図しないモジュラープラグのモジュラージャックからの抜けを防止するには、係
止爪に外部から触れられないように係止爪４を覆うことが有効となる。ここで、図１のモ
ジュラープラグ２のモジュラープラグ保持具１から左方へはみ出ている部分はモジュラー
ジャックへ挿入されるので係止爪に外部から触ることは困難になる。
【００４８】
　係止爪はモジュラープラグの規格で全てのモジュラープラグで共通であるが、それ以外
の形状については、使い勝手を考えて色々なものが用意されている。図３にその一例を示
す。
【００４９】
　市販されている組み立て済みのモジュラープラグには図３のようにモジュラープラグに
モジュラープラグブーツ８を付着して回線ケーブルの保護を行っているモジュラープラグ
が存在する。回線ケーブルの折り曲げに対して保護のためにモジュラープラグブーツ８に
は回線ケーブの延伸方向に対して略直角方向へ刻みが作られている。
【００５０】
　また、モジュラープラグ本体の形状も、図３（ハ）、（ニ）にあるようにモジュラージ
ャックへ挿入される第一部分と回線ケーブルを固定する第二部分から構成され、その下面
が図の下方へ階段状に段差７を有するものがある。このようなモジュールプラグに対して
、モジュールプラグ保持具の移動を防止する移動防止部材となる図５に示すような移動防
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止アダプタ６０を図３に示すモジュラープラグへ適用することでモジュラープラグ保持具
の移動を防止することができる。
【００５１】
　ここで、係止爪の動きを確実に防止することについて図４を用いて説明する。図４（Ａ
），（Ｂ）は図１（Ａ），（Ｂ）のモジュラープラグ保持具１の展開図である。図４（Ａ
）はモジュラープラグの底面に段差の無いもの、図４（Ｂ）はモジュラープラグの底面に
段差を有するものに対応する。ここで、モジュラージャックへ挿入される側を前面、回線
ケーブルが接続される側を後面と呼ぶ。モジュラープラグ保持具１は、モジュラープラグ
２の前面と後面以外の残りの面を部分的に覆う構成部材から成っている。これを一体物と
して射出成形などで製造する場合にこの展開図のようにプラグモジュールの幅方向のほぼ
中心線付近で分割することが好ましい。複数の構成部材を折り曲げて使うために薄く成形
されて折り曲げ容易なヒンジ（蝶番）１７が含まれる。
【００５２】
　図４（Ａ）には、図２（Ａ）のように底面が平坦なモジュールプラグをモジュールプラ
グ保持具を組み立てる際の主に締め付けにより固定するモジュールプラグ保持具が示され
ている。また、図４（Ｂ）には、モジュールプラグの底面の段差を用いたり、モジュラー
プラグブーツの刻みを利用してモジュールプラグの回線方向への移動を防止するモジュー
ルプラグ保持具が示されている。モジュールプラグの底面の段差７を利用するために前面
部に移動防止壁５５が設けられている。
【００５３】
　ここで、図５を用いて別部品として後からモジュールプラグ保持具へ載せる移動防止ア
ダプタの説明をする。モジュールプラグには図３に示すモジュラープラグブーツ８と呼ば
れる回線ケーブル保護のために形成された刻みのある部材を有するものが有る。図４の移
動防止アダプタ６０の上面に備えられた移動防止突起２４がモジュールプラグの移動防止
部材となる。移動防止アダプタ６０の下面には移動防止アダプタをモジュールプラグ保持
具へ係止するための図４（Ｂ）の孔２７へ嵌る係止突起２６が備えられている。図５のａ
方向が前面すなわちモジュラージャック側、ｂが後面すなわち回線ケーブル側になる。
【００５４】
　図５の移動防止アダプタ６０の移動防止突起２４と係止突起２６の間の距離は目的によ
り変えることもできる。例えば図４（Ｂ）の展開図に示されるモジュールプラグ保持具へ
、図５に示すアダプタ６０のｂをアダプタモジュール保持具の前面へ、ａを後面に向けて
載せる。そして、モジュールプラグを覆うように右固定部と左固定部を合わせて結合する
。移動防止アダプタ６０の移動防止突起２４が図３（ハ），（ニ）の段差７の前面の側に
位置するように移動防止突起２４と係止突起２６の間の距離を選ぶことで、モジュールプ
ラグ保持部を回線ケーブル方向へ移動させると移動防止突起２４が段差７に当たり、モジ
ュールプラグの回線ケーブル方向への移動を防止する。
【００５５】
　図４に示す展開図の上方がモジュラープラグのモジュラージャックへ挿入される前面側
で、図４の下方がモジュラープラグの回線ケーブルが出入りする後面側である。モジュラ
ープラグ保持具１をモジュラープラグ２へ装着する際は、先ず中央の底面部１２をモジュ
ラープラグの係止爪の付いていない底部へ当てる。そして左側面部１１及び右側面部１３
をヒンジ１７の部分を曲げて立ち上げモジュラープラグ２を包むように覆う。そうすると
モジュラー保持具の上部に相当する左上面部１５、右上面部１６がほぼ平面となってモジ
ュラープラグ保持具の頭部を形成し、結合部に明けられた孔１８と孔１９が同軸になるよ
うに向かい合う。
【００５６】
　モジュラープラグを包み込むように覆う際に図４の上方に有る係止爪の移動を防止する
係止爪移動防止部材１４，１４'が係止爪４とモジュラープラグの本体との間の隙間へ挿
入される。係止爪移動防止部材１４，１４'が係止爪４とモジュラープラグの本体との間
の隙間へ挿入されることで例えばモジュラージャックとモジュラープラグの間から薄板な
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どで係止爪を押下することが防止される。
【００５７】
　この状態で結合部の孔１８，１９へ螺子を通して螺子を締める。孔１９側へナットを埋
め込んでおいても良いが、孔１９へ螺旋状の溝を形成しておくことで別部材としてのナッ
トは不要となる。ここで左側面部１１及び右側面部１３で作られる空間の幅方向の寸法が
モジュラープラグの幅寸法よりも小さめに作られていると螺子を締めることで左側面部１
１及び右側面部１３がそれぞれ、モジュラープラグの左側面と右側面に当たり強く押され
てモジュラープラグへモジュラープラグ保持具が固定される。
【００５８】
　また、モジュラープラグ保持具の左側面部１１又は右側面部１３の内側へゴムや柔軟性
のある有機樹脂の薄膜を貼り付けておくとモジュラープラグの側面との摩擦力が増して、
モジュラープラグへのモジュラープラグ保持具の固定がより簡便に行える。
【００５９】
　またゴムや柔軟性のある有機樹脂の薄膜を結合部の向かい合う面へ貼り付けることで、
螺子を締めた際に左上面部１５と右上面部１６の間にできる隙間を埋めて外観の改良とな
る。
【００６０】
　ここで、図２用を併せ用いて爪カバーによりモジュラープラグ保持具の移動が妨げられ
る様子を詳細に説明をする。モジュラープラグ保持具１の前面開口部２５の幅（モジュラ
ープラグをコネクタ側から見て係止爪を上部へ位置させたときの横方向の寸法）は、係止
爪の幅狭部の幅Ｗｔｎ（図２（Ｂ））よりも広くなっており前面開口部２５の開口範囲の
中で係止爪は上下方向へ自由に動くことができる。
【００６１】
　図２（Ｃ）に示すように、モジュラープラグがモジュラージャックへ挿入される際に、
モジュラージャックの係止壁５０に押下される。係止爪４はモジュラープラグの本体方向
へ移動してモジュラージャックの係止壁５０を潜り抜けた後に係止爪の幅狭部分（幅＝Ｗ
ｔｎ）弾性力で上方へ移動して係止爪の幅広部分（幅＝Ｗｔｗ）が係止壁５０により係止
されてモジュラープラグはモジュラージャックへ係止される。
【００６２】
　そのとき、図４の垂れ壁部２２，２３は図２（Ｃ）に示すように、爪カバー５のモジュ
ラージャック側の前面側に位置する。垂れ壁部２２，２３の下端のモジュラープラグの上
面からの距離Ｈｈｍ１は、爪カバー５の先端部の上端のモジュラープラグの上面からの距
離Ｈｍｃ２よりも小さく取られている。そこでモジュラープラグ保持具を図の右方向へ移
動させると垂れ壁部２２，２３が爪カバー５の先端部と当たるので、垂れ壁部２２，２３
がモジュラープラグ保持具のモジュラープラグの回線方向への移動を阻止することになる
。
【００６３】
　実施例１の外観図である図６を用いて前面開口部２５の形状について説明する。前面開
口部２５は係止爪４が入る開口である。この前面開口部２５の上端に垂れ下がって設けら
れているのが垂れ壁部２２，２３である。この垂れ壁部を持つモジュラープラグ保持具を
爪カバー５付のモジュラープラグに適用することで上述のようにモジュラープラグ保持具
がモジュラープラグの回線方向へ抜け出すことを防止することができる。
【００６４】
　図６の開口部２５の下方には、突起１４、１４'が係止爪移動防止材として形成されて
いる。突起１４、１４'は、係止爪４とモジュラープラグの本体との間へ挿入されて係止
爪が下方へ押下されることを防止する。
【００６５】
　図７に、図３に示したブーツのついた各モジュールプラグに対応するモジュラープラグ
保持具のモジュラープラグからの抜け出しを防止する様子を示す。図７（イ）は、爪カバ
ーの無いモジュラープラグの保持を移動防止アダプタ６０を用いてブーツの刻みを利用し
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て行っている。
【００６６】
　図７（ロ）は爪カバー５のついた爪カバー５の上端がモジュラープラグ保持具の前面に
ある垂れ壁に当って、モジュラープラグ保持具の移動が防止される。図７（ハ）、（ニ）
は共に、モジュラープラグの底面に段差７が有る場合で、その段差７に移動防止壁５５が
当ってモジュラープラグ保持具の移動が防止される。
【００６７】
（実施例２）
　図８は本発明の第二実施例のモジュラープラグ保持具３０の外観図である。ここでも、
モジュラープラグの底面に段差が有る場合は、図６（Ｂ）のように移動防止壁５５を備え
るモジュラープラグ保持具を適用する。点線は内部の構造を示している。左右方向へ開く
と第一実施例の図４に似たような形になる。底面部３７へモジュラープラグ２の底面を当
ててモジュラープラグを包むように側壁３１，３２を立ち上げ、結合部の孔が同軸になる
ように左右を締め付ける。第一実施例との違いは結合部の位置で、頭部へ結合部が設けら
れていることである。第二実施例ではモジュラープラグとモジュラープラグ保持具との固
定は、モジュラープラグを上下方向から挟むことで行うので、右側面部３２に繋がる部材
のモジュラープラグの本体の上部へ当たる部分が左側面部３１に繋がる部材に比べて下方
へ若干下がってモジュラープラグ抑え部となる凸部３９を形成している。
【００６８】
　モジュラープラグ２へモジュラープラグ保持具１を締め付けて固定するには、モジュラ
ープラグ保持具を組み立てたときに固定方向でモジュラープラグの外形寸法よりも若干小
さい部分が有用である。ここでは凸部３９が図８に示すモジュラープラグ保持具の固定方
向である下方へ形成されて開口寸法を小さくしている。
【００６９】
　螺子を結合部に設けられた孔２８へ通して孔２９のナット又は孔２９へ形成された溝へ
螺合させることでモジュラープラグ保持具３０の組み立てができる。螺子の締め具合を調
節することで、モジュラープラグ保持具のモジュラープラグ抑え部となる右側面部の抑え
用凸部３９とモジュラープラグ２の本体の上面との間の固定強度を調節することができる
。
【００７０】
　モジュラープラグ保持具３０でモジュラープラグ２を包みこむように覆うと、モジュラ
ープラグの端子側が図８の右側へ、回線ケーブルが図８の左側へ位置するようになる。こ
の状態で、突起３５、３５'が係止爪移動防止部材として係止爪４とモジュラープラグの
本体の上面との隙間へ挿入されるので、係止爪４の意図しない動きを防止することができ
る。
【００７１】
　モジュラープラグ保持具３０は結合部の孔２８，２９が上面に位置するので、ハブなど
で並んでいるモジュラープラグに対して装着して固定する作業が上面から行えるので作業
が容易になる。
【００７２】
（実施例３）
　次に、複数のモジュラープラグが並んで装着される場合に本発明を適用する例を図９を
用いて説明する。
【００７３】
　２個以上のモジュラープラグの保持が本発明の適用範囲となる。図９には一つモジュラ
ープラグが記載されているが、実際には全ての保持部へモジュラープラグが装着される場
合が多い。
【００７４】
　実施例１及び実施例２の場合と異なり、モジュラ-プラグ保持具４０の第一構成部材４
１及び第二構成部材４２は分離可能に形成される。第二構成部材４２はモジュラープラグ
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２の底面の側を保持し、第一構成部材４１はモジュラープラグ２の係止爪の付いている上
面の側を保持する。
【００７５】
　モジュラープラグの底面の側を第二構成部材４２で保持した後に、第一構成部材４１を
被せてモジュラープラグを覆い、覆った後に図の左方向（←方向）へずらせて突起４５が
係止爪とモジュラープラグ本体の上面との隙間へ挿入されるようにする。
【００７６】
　第一構成部材４１の結合部に設けられた孔４８、孔４８‘が、第二構成部材４２に設け
られた孔４９、孔４９’と同軸になるように第一構成部材４１の位置を調節して螺子で結
合して固定する。この状態で、突起４５が係止爪とモジュラープラグ本体の上面との隙間
へ挿入される。固定状態にするためにずらす過程で構成部材がモジュラープラグへ当らな
いためには、構成部材４１のモジュラープラグが嵌る幅はずらす距離を加えた所定の大き
さに形成する。
【００７７】
　図９の場合、５個のモジュラープラグを保持するモジュラープラグ保持具が２個の結合
部で結合されるので管理対象のモジュラープラグの数に比べて少ない結合部の管理で済み
、個別にモジュラープラグ保持具を用いる場合に比べて管理が容易になる。
【００７８】
　モジュラープラグ保持具の管理は結合部を結合させる螺子の管理に繋がる。螺子に特殊
なものを用いることで侵入者による行為が困難になる。例えば図１０に示す６角レンチ螺
子は頭の６角レンチを受け入れる部分に突起があり、通常の６角レンチを使うことができ
ない。この螺子を回すには中央に穴の開いた特殊な６角レンチが必要になる。管理体制の
重要度に応じて特殊螺子とこの特殊螺子を回す工具のセットを用意することでモジュラー
プラグ保持具の管理をすることができる。
【００７９】
　上記にて詳細に説明したように本発明により、モジュラープラグの意図しない引抜きを
確実に防止する安価なモジュラープラグ保持具を提供することが可能になる。
【符号の説明】
【００８０】
１　第一実施例のモジュラープラグ保持具
２　モジュラープラグ
３　回線ケーブル
４　係止爪
５　爪カバー
６　爪カバーの先端部
７　段差
８　モジュラープラグブーツ
１１　左側面部
１２　底面部
１３　右側面部
１４、１４'  突起（係止爪移動防止部材）
１５　左上面部
１６　右上面部
１７　蝶番部（ヒンジ）
１８　左固定部の孔
１９　右固定部の孔
２０　前面開口部の左側壁
２１　前面開口部の右側壁
２２　左の垂れ壁部
２３　右の垂れ壁部
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２４　移動防止突起
２５　前面開口部
２６　係止突起
２７　係止用孔
２８　上結合部の孔
２９　下結合部の孔
３０　第二実施例のモジュラープラグ保持具
３１　左側面部
３２　右側面部
３３　前面部
３４　前面空間
３５、３５'  突起（係止爪移動防止部材）
３６　前面開口部
３７　底面部
３８　後面空間
３９　モジュラープラグ抑え部
４０　第３実施例のモジュラープラグ保持具
４１　第一構成部材
４２　第二構成部
４５　突起（係止爪移動防止部材）
４６　前面開口部
４８、４９　第一結合部の孔
４８'、４９'第二結合部の孔
５０　係止壁
５５　移動防止壁
６０　移動防止アダプタ
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